
1-5 （介護予防）認知症対応型共同生活介護

□計画作成担当者のうち介護支援専門員を配置していない人員基準欠如の取扱い

・事業所において、共同生活住居ごとに配置する計画作成担当者のうち１以上の者に

ついて、介護支援専門員を配置していない。

・介護支援専門員が離職して、結果事業所に１以上配置できていないにも関わらずそ

のまま新たな介護支援専門員を配置していない（できていない 。）

□人員基準欠如に該当する場合等の所定単位数の算定について」を参照P20の「

○指定認知症対応型共同生活介護事業所における計画作成担当者の介護支援専門員の

配置について（通知）

（平成１８年６月２９日付け岡介指第１５号 岡山市介護保険課長）一部抜粋

従来、計画作成担当者は介護支援専門員をもって充てなければならないこととなっ

ておりましたが（２ユニット以上の場合、計画作成担当者のうち少なくとも１人 、）

平成１８年３月３１日までは経過措置として計画作成担当者をすべて介護支援専門員

でない者をもって充てることができることとされていました。

このたび 「指定地域密着型サービスに要する費用の額の算定に関する基準及び指、

定地域密着型介護予防サービスに要する費用の額の算定に関する基準の制定に伴う実

、 、施上の留意事項について｣ 平成18年3月31日老計発 号 老振発第 号( 0331005 0331005
0331018 )老老発第 号厚生労働省老健局計画課長、振興課長、老人保健課長連名通知

（別紙１）により、計画作成担当者のうち、介護支援専門員を配置していない場合に

ついては、減算される取扱いとなっております。

つきましては、減算の取扱いについて、下記のとおりとさせていただきますので、

貴事業所における介護支援専門員の配置について特段の配慮をお願いいたします。

１ 減算の取扱いについては、平成１８年７月 日からの適用とします1

【例】

平成１８年７月に介護支援専門員が配置されていない場合

↓

翌月（８月）末において基準を満たすに至っていなければ、

↓

翌々月（９月）から人員基準欠如が解消されるに至った月まで、利用者等の全

員（２ユニットの場合、２ユニットとも）について減算される
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○認知症対応型共同生活介護の運営及び介護報酬算定に係る要件等について(通知）

（平成１８年９月１４日付け事務連絡 岡山市保健福祉局介護保険課長）一部抜粋

４ 計画作成担当者の介護支援専門員の配置について

平成１８年６月２９日付岡介指第１５号で通知したとおり、計画作成担当者に介護

支援専門員をもって充てていない場合（２ユニット以上の場合、計画作成担当者のう

ち少なくとも1人 、減算される取扱いとなっておりますので、そのような事実が生）

じている事業所においては、速やかに解消するよう努めてください。

【Ｑ＆Ａ】

（問１）経過措置が終了した平成１８年４月１日以降も引き続き介護支援専門員

が配置できていないのだが、その取扱いは。

（答）平成１８年６月２９日付岡介指第１５号で通知したとおり、８月末日に基準を

、 、満たすに至っていなければ ９月から人員基準欠如が解消されるに至った月まで

利用者等の全員（２ユニットの場合、２ユニットとも）減算されるので 「介護、

給付費算定に係る体制等に関する届出」により、届け出てください （下記【届。

出手続きの運用】参照）

９月サービス提供分は、減算したものを請求してください。

（問２）平成１８年８月１５日付けで介護支援専門員である計画作成担当者が急

に離職してしまった。いつから減算になるのか。

（答）翌月（９月）末日において基準を満たすに至っていなければ、翌々月（１０か

ら人員基準欠如が解消されるに至った月まで、利用者等の全員（２ユニットの場

合、２ユニットとも）減算される。

□認知症であることの確認を診断書で行うことについて

○岡山市基準条例 第１１６条第２項にて明文化されています（予防についても同内容

の規定あり 。。）

・入居申込者の入居に際して、主治医の診断書により当該入居申込者が認知症で

ある者の確認ができていない事例がみられた。

・入居日より後の日付けで診断書が出されている。

・診療情報提供書もしくは看護添書で認知症である者の確認をしている。
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参考

○認知症対応型共同生活介護の運営及び介護報酬算定に係る要件等について（通知）

（平成１８年９月１４日付け事務連絡 岡山市保健福祉局介護保険課長）一部抜粋

１ 入居の際の認知症である者であることの確認について

基準省令第94条第２項により、事業者は、入居申込者の入居に際しては、主治の医

師の診断書等により当該入居申込者が認知症である者であることの確認をしなければ

ならないこととなっています。従来、岡山県の実地指導及び集団指導において、この

確認は主治医の診断書に限るとの指導がなされており、各事業所においては適切に対

応していただいていることと思います。

これを踏まえ、平成18年10月１日以降の入居に際して、主治医の診断書により認知

症である者であることの確認をしていない場合及び既に入居している者で、医師が記

載した書面以外で「認知症を確認している」者については、介護報酬を返還していた

だくことを、岡山市として改めて周知いたしますので、事業所においては充分ご留意

お願いします。

【Ｑ＆Ａ】

（問１）入居後に診断書で認知症である者であることを確認してもよいのか。

（答）認知症対応型共同生活介護の事業は、認知症であるものに対して行うサービス

であるため、入居に際して、認知症であることを確認する必要があります。

よって、診断書による確認は入居日以前にしてください （10月１日以降入居。

している者で、診断書が入居日以降の場合、入居日から診断書の日付の前日まで

返還していただきます）

（ ） 、問２ 入居前の入院先からの看護添書に認知症であることが記入されていれば

確認したことになるのか。

（答）認知症であるかどうかは、医師にしか診断できません。よって、看護添書では

基準省令第94条第２項を満たしているとはみなされません。

（問３）診療情報提供書、認定審査における主治医の意見書の写しを入手し、そ

れに認知症であることが記入されていれば、確認したことになるのか。

（答）医師の診断によるものではありますが、診断書以外の書面は、本来は他の目的

のために供せられることから、岡山市では医師の診断書によって確認していただ

くよう統一いたします。
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□介護・福祉用具、及び寝具等の使用料の徴収について

入居者が利用する介護・福祉用具及び寝具等（以下「福祉用具等」という）の・

費用について、入居者に負担を求めている事例がみられた。

認知症対応型共同生活介護を受けている場合は、福祉用具貸与について介護保

険の適用が認められていないこと、事業所は要介護者で認知症の状態にある方が

共同生活する場であることから、入居者が事業所における生活を行う上で必要と

なる福祉用具や一般的な寝具等については、介護報酬（保険給付）に評価されて

いるので原則として、事業所の負担で準備すること。

（主な福祉用具の例）

・車イス ・歩行器 ・ポータブルトイレ ・センサーマット ・介助バー 等

（主な寝具の例）

・介護ベッド ・マットレス ・布団 ・シーツ ・枕 等

■不適切な取扱い■

・事業所が福祉用具等を準備せず、入居者に福祉用具等の購入を求めること。

・事業所が福祉用具等を準備を行い、毎月、使用料を請求すること。

・在宅生活時に福祉用具貸与を利用していた者の入居に際し、事業所に当該福祉

用具がないこと、準備ができないこと等を理由に入居を断ること。

・事業所が入居者から福祉用具等の使用料を徴収する形態でなくとも、入居者と

福祉用具業者間で直接契約等を行わせるなどして、当該福祉用具等の費用を入

居者に負担させること。

計画作成担当者等による適切なアまた、一般的な仕様の福祉用具等でなくとも

セスメントの結果、入居者の処遇上必要であってケアプランに位置付けられる

ものについては同様の扱いとなります。

なお、以上についての取扱いは入居者が従来利用していた馴染みの福祉用具

等を持参することや入居者が自発的に希望の福祉用具等を購入して持参するこ

とを制限するものではありません。

■例外的な取扱い■

・計画作成担当者等による適切なアセスメントの結果、入居者に必要とされるよりも

高機能を有する福祉用具等、特殊な福祉用具等を入居者が希望する場合。

、 、・事業所が入居者に対して必要と判断し 福祉用具等を準備しているにもかかわらず

入居者の好みで別製品の福祉用具等の利用を希望する場合。
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【参照】その他利用料についての関連通知

○通所介護等における日常生活に要する費用の取扱いについて

（平成１２年３月３０日 老企第５４条）

○「その他の日常生活費」に係るＱ＆Ａ

（平成１２年３月３１日厚生省老人保健福祉局介護保険制度施行準備室 事務連絡）

○介護保険施設等におけるおむつ代に係る利用料の徴収について

（平成１２年４月１１日老振第２５号・老健第９４号）

○介護保険施設等における日常生活費等の受領について

（平成１２年１１月１６日老振第７５号・老健第１２２号）

□医療機関への通院について

●通院について

・入居者を医療機関への通院介助をする際に家族対応としている事例がみられた。

通院の介助は、利用者に対する日常生活上の援助に当たることから、介護報酬（保

険給付）に評価され、グループホームが提供する介護サービスの一環として行われる

べきものであり、原則として、グループホームが行う必要があります（ただし、家族

の希望により、家族等が行う場合を妨げるものではありません 。。）

以上から、協力医療機関であるか否かを問わず、通院介助に係る費用について、グ

ループホームは介護報酬とは別に費用を利用者から徴収することはできません。

ただし、交通費について、利用者及び家族等との契約により実費を徴収することは

差し支えありません。

□ＧＨ利用中に外泊を行った者について、その期間中の居宅サービス利用の扱い

平成 年 月 日 事務連絡15 5 30
vol.151 Q&A介護保険最新情報 介護報酬に係る

外泊の期間中の取扱

Ｑ：認知症対応型共同生活介護を受けている者の外泊の期間中の居宅サービスの利用

について

Ａ：外泊の期間中に居宅サービスを利用するためには､当該サービスについて､居宅介

護支援事業者により作成される居宅サービス計画に位置付ける必要がある。この場

合､当該居宅支援事業者に対して居宅介護支援費が算定される。当該グループホー

ムの計画作成担当者は作成できない。
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なお、外泊の期間は初日及び最終日は含まないので､連続して 泊の外泊を行う7
場合は､ 日と計算される。6

（例）外泊期間： 月 日～ 月 日（ 日間）3 1 3 8 8
月 日 外泊の開始…認知症対応型共同生活介護の所定単位数を算定3 1
月 日～ 月 日（ 日間）…居宅サービスを算定可3 2 3 7 6
月 日 入院又は外泊の終了…認知症対応型共同生活介護の所定単位数を算定3 8

なお、特定施設入所者生活介護の利用者についても同様の取扱である。

□認知症専門ケア加算について

・加算の対象者以外の利用者について算定している。

・利用者の「認知症高齢者の日常生活自立度」のランクを確認せずに算定している。

・判定した医師名、判定日をサービス計画上に記載していない。

・ 認知症高齢者の日常生活自立度」の決定にあたり、医師の判定結果又は主治医意「

見書を用いていない（医師の判定が無い場合（主治医意見書を用いることについて

同意が得られていない場合を含む ）を除く 。。 ）

○指定地域密着型サービスに要する費用の額の算定に関する基準

（平成18年厚生労働省告示第126号）

５ 認知症対応型共同生活介護費

ヘ 認知症専門ケア加算

注 イについて別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして市町村長に

届け出た指定認知症対応型共同生活介護事業所が、別に厚生労働大臣が定める者に

対し専門的な認知症ケアを行った場合には、当該基準に掲げる区分に従い、１日に

つき次に掲げる所定単位数を加算する。ただし、次に掲げるいずれかの加算を算定

している場合においては、次に掲げるその他の加算は算定しない。

(1)認知症専門ケア加算（Ⅰ） ３単位

(2)認知症専門ケア加算（Ⅱ） ４単位
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平成18年留意事項通知

第2 指定地域密着型サービス介護給付費単位数表に関する事項 6 認知症対応型共同生活介護費

(9) 認知症専門ケア加算について

① 「日常生活に支障をきたすおそれのある症状若しくは行動が認められることから

介護を必要とする認知症の者」とは、日常生活自立度のランクⅢ、Ⅳ又はＭに該当

する利用者を指すものとする。

② 「認知症介護に係る専門的な研修」とは 「認知症介護実践者等養成事業の実施、

について （平成１８年３月３１日老発第０３３１０１０号厚生労働省老健局長通」

知）及び「認知症介護実践者等養成事業の円滑な運営について （平成１８年３月」

３１日老計第０３３１００７号厚生労働省計画課長通知）に規定する「認知症介護

実践リーダー研修」を指すものとする。

③ 「認知症介護の指導に係る専門的な研修」とは 「認知症介護実践者等養成事業、

の実施について」及び「認知症介護実践者等養成事業の円滑な運営について」に規

定する「認知症介護指導者養成研修」を指すものとする。

21 3 23 vol.69平成 年 月 日 介護保険最新情報

平成 年 月改定関係 ＆ ( )21 4 Q A vol.1

Ｑ：認知症日常生活自立度Ⅲ以上の者の割合の算定方法如何。

Ａ：届出日の属する月の前３月の各月末時点の入所者又は利用者数の平均で算定す

る。
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事 務 連 絡   

平成１８年１２月１２日   

 (介護予防)小規模多機能型居宅介護事業者 各位 

岡山市介護保険課長     

居宅サービス計画作成依頼（変更）届出書の取扱いについて 

 このことについて、(介護予防)小規模多機能型居宅介護を利用するにあたっては、利用

者若しくは事業者が各福祉事務所へ標記届出書の提出をされているかと思います。 

 つきましては、これまでの取扱いに加え、下記事項にご留意いただき、併せて利用者の

方々へご周知くださいますようよろしくお願いいたします。 

記 

 新たに届出書が必要な場合

  ＊(介護予防)小規模多機能型居宅介護利用者が認定更新の結果、 

     ①要支援→要介護 

     ②要介護→要支援 

   となった場合には、改めて居宅サービス計画作成依頼（変更）届出書の提出が必要

となります。 

  （新たに届出書が必要な理由） 

    現行の国保連合会システムの仕様上、介護給付並びに予防給付の識別ができず、

届出のないまま介護報酬を請求するとエラーとなり返戻となってしまうため。 
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指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準

（平成11年3月31日 （厚生省令第38号）一部抜粋）

（指定居宅介護支援の具体的取扱方針）

第十三条 指定居宅介護支援の方針は、第一条の二に規定する基本方針及び前条に規定する基本取扱方

針に基づき、次に掲げるところによるものとする。

一 指定居宅介護支援事業所の管理者は、介護支援専門員に居宅サービス計画の作成に関する業務を

担当させるものとする。

二 指定居宅介護支援の提供に当たっては、懇切丁寧に行うことを旨とし、利用者又はその家族に対

し、サービスの提供方法等について、理解しやすいように説明を行う。

三 介護支援専門員は、居宅サービス計画の作成に当たっては、利用者の自立した日常生活の支援を

効果的に行うため、利用者の心身又は家族の状況等に応じ、継続的かつ計画的に指定居宅サービス

等の利用が行われるようにしなければならない。

四 介護支援専門員は、居宅サービス計画の作成に当たっては、利用者の日常生活全般を支援する観

、 （ 。点から 介護給付等対象サービス 法第二十四条第二項に規定する介護給付等対象サービスをいう

以下同じ ）以外の保健医療サービス又は福祉サービス、当該地域の住民による自発的な活動によ。

るサービス等の利用も含めて居宅サービス計画上に位置付けるよう努めなければならない。

五 介護支援専門員は、居宅サービス計画の作成の開始に当たっては、利用者によるサービスの選択

に資するよう、当該地域における指定居宅サービス事業者等に関するサービスの内容、利用料等の

情報を適正に利用者又はその家族に対して提供するものとする。

、 、 、 、六 介護支援専門員は 居宅サービス計画の作成に当たっては 適切な方法により 利用者について

その有する能力、既に提供を受けている指定居宅サービス等のその置かれている環境等の評価を通

じて利用者が現に抱える問題点を明らかにし、利用者が自立した日常生活を営むことができるよう

に支援する上で解決すべき課題を把握しなければならない。

七 介護支援専門員は、前号に規定する解決すべき課題の把握（以下「アセスメント」という ）に。

当たっては、利用者の居宅を訪問し、利用者及びその家族に面接して行わなければならない。この

場合において、介護支援専門員は、面接の趣旨を利用者及びその家族に対して十分に説明し、理解

を得なければならない。

八 介護支援専門員は、利用者の希望及び利用者についてのアセスメントの結果に基づき、利用者の

家族の希望及び当該地域における指定居宅サービス等が提供される体制を勘案して、当該アセスメ

ントにより把握された解決すべき課題に対応するための最も適切なサービスの組合せについて検討
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し、利用者及びその家族の生活に対する意向、総合的な援助の方針、生活全般の解決すべき課題、

提供されるサービスの目標及びその達成時期、サービスの種類、内容及び利用料並びにサービスを

提供する上での留意事項等を記載した居宅サービス計画の原案を作成しなければならない。

九 介護支援専門員は、サービス担当者会議（介護支援専門員が居宅サービス計画の作成のために、

利用者及びその家族の参加を基本としつつ、居宅サービス計画の原案に位置付けた指定居宅サービ

ス等の担当者（以下この条において「担当者」という ）を召集して行う会議をいう。以下同じ ）。 。

の開催により、利用者の状況等に関する情報を担当者と共有するとともに、当該居宅サービス計画

の原案の内容について、担当者から、専門的な見地からの意見を求めるものとする。ただし、やむ

を得ない理由がある場合については、担当者に対する照会等により意見を求めることができるもの

とする。

十 介護支援専門員は、居宅サービス計画の原案に位置付けた指定居宅サービス等について、保険給

付の対象となるかどうかを区分した上で、当該居宅サービス計画の原案の内容について利用者又は

その家族に対して説明し、文書により利用者の同意を得なければならない。

十一 介護支援専門員は、居宅サービス計画を作成した際には、当該居宅サービス計画を利用者及び

担当者に交付しなければならない。

十二 介護支援専門員は、居宅サービス計画の作成後、居宅サービス計画の実施状況の把握（利用者

についての継続的なアセスメントを含む ）を行い、必要に応じて居宅サービス計画の変更、指定。

居宅サービス事業者等との連絡調整その他の便宜の提供を行うものとする。

十三 介護支援専門員は、前号に規定する実施状況の把握（以下「モニタリング」という ）に当た。

っては、利用者及びその家族、指定居宅サービス事業者等との連絡を継続的に行うこととし、特段

の事情のない限り、次に定めるところにより行わなければならない。

イ 少なくとも一月に一回、利用者の居宅を訪問し、利用者に面接すること。

ロ 少なくとも一月に一回、モニタリングの結果を記録すること。

十四 介護支援専門員は、次に掲げる場合においては、サービス担当者会議の開催により、居宅サー

ビス計画の変更の必要性について、担当者から、専門的な見地からの意見を求めるものとする。た

だし、やむを得ない理由がある場合については、担当者に対する照会等により意見を求めることが

できるものとする。

イ 要介護認定を受けている利用者が法第二十八条第二項に規定する要介護更新認定を受けた場合

ロ 要介護認定を受けている利用者が法第二十九条第一項に規定する要介護状態区分の変更の認定

を受けた場合
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十五 第三号から第十一号までの規定は、第十二号に規定する居宅サービス計画の変更について準用

する。

十六 介護支援専門員は、適切な保健医療サービス及び福祉サービスが総合的かつ効率的に提供され

た場合においても、利用者がその居宅において日常生活を営むことが困難となったと認める場合又

は利用者が介護保険施設への入院又は入所を希望する場合には、介護保険施設への紹介その他の便

宜の提供を行うものとする。

十七 介護支援専門員は、介護保険施設等から退院又は退所しようとする要介護者から依頼があった

場合には、居宅における生活へ円滑に移行できるよう、あらかじめ、居宅サービス計画の作成等の

援助を行うものとする。

十八 介護支援専門員は、利用者が訪問看護、通所リハビリテーション等の医療サービスの利用を希

望している場合その他必要な場合には、利用者の同意を得て主治の医師又は歯科医師（以下「主治

の医師等」という ）の意見を求めなければならない。。

十九 介護支援専門員は、居宅サービス計画に訪問看護、通所リハビリテーション等の医療サービス

を位置付ける場合にあっては、当該医療サービスに係る主治の医師等の指示がある場合に限りこれ

を行うものとし、医療サービス以外の指定居宅サービス等を位置付ける場合にあっては、当該指定

居宅サービス等に係る主治の医師の医学的観点からの留意事項が示されているときは、当該留意点

を尊重してこれを行うものとする。

二十 介護支援専門員は、居宅サービス計画に短期入所生活介護又は短期入所療養介護を位置付ける

場合にあっては、利用者の居宅における自立した日常生活の維持に十分に留意するものとし、利用

者の心身の状況等を勘案して特に必要と認められる場合を除き、短期入所生活介護及び短期入所療

養介護を利用する日数が要介護認定の有効期間のおおむね半数を超えないようにしなければならな

い。

二十一 介護支援専門員は、居宅サービス計画に福祉用具貸与を位置付ける場合にあっては、その利

用の妥当性を検討し、当該計画に福祉用具貸与が必要な理由を記載するとともに、必要に応じて随

時サービス担当者会議を開催し、継続して福祉用具貸与を受ける必要性について検証をした上で、

継続して福祉用具貸与を受ける必要がある場合にはその理由を居宅サービス計画に記載しなければ

ならない。

二十二 介護支援専門員は、居宅サービス計画に特定福祉用具販売を位置付ける場合にあっては、そ

の利用の妥当性を検討し、当該計画に特定福祉用具販売が必要な理由を記載しなければならない。

二十三 介護支援専門員は、利用者が提示する被保険者証に、法第七十三条第二項に規定する認定審
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査会意見又は法第三十七条第一項の規定による指定に係る居宅サービス若しくは地域密着型サービ

スの種類についての記載がある場合には、利用者にその趣旨（同条第一項の規定による指定に係る

居宅サービス若しくは地域密着型サービスの種類については、その変更の申請ができることを含

。） 、 、 。む を説明し 理解を得た上で その内容に沿って居宅サービス計画を作成しなければならない

二十四 介護支援専門員は、要介護認定を受けている利用者が要支援認定を受けた場合には、指定介

護予防支援事業者と当該利用者に係る必要な情報を提供する等の連携を図るものとする。

二十五 指定居宅介護支援事業者は、法第百十五条の二十三第三項の規定に基づき、指定介護予防支

援事業者から指定介護予防支援の業務の委託を受けるに当たっては、その業務量等を勘案し、当該

指定居宅介護支援事業者が行う指定居宅介護支援の業務が適正に実施できるよう配慮しなければな

らない。

（平一二厚令一二・平一二厚令一四一・平一五厚労令二九・平一八厚労令三三・平一八厚労令一五六

・平二〇厚労令一三五・平二一厚労令五四・平二四厚労令三〇・平二五厚労令一〇五・一部改正）
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☆ＭＥＭＯ☆
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２ 介護保険制度改正案

（地域密着型サービス関係）について
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☆ＭＥＭＯ☆
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３ 平成２６年度介護報酬改定

（地域密着型サービス関係）の概要について
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